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（9）  McLure, Jr., C. E.［9］p.94. extraordinary profitに関しては，その内容から「内部取引利益」と呼称する。なお，
これは「統合の利益」と同義である。
（10）  Lebowitz, B. E.［8］p.1205, Russo, A.［12］p.26.
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〔抄　録〕
本稿では，タックスヘイブンと移転価格を組み合わせた租税回避に焦点をあて，この問
題を解決するための方法を模索している。
現行システムのもとでは，タックスヘイブン対策税制と移転価格を組み合わせた租税回
避に対しては，まず移転価格税制が適用され，その結果を受けてタックスヘイブン対策税
制の執行段階で調整が図られる。しかしながら，この仕組みによる限り，比較対象取引の
発見や内部取引利益など，移転価格税制が抱える問題が租税回避の防止にも反映される
が，それは望ましいことではない。
この原因は，移転価格税制が企業グループの実態に合わない仕組みだからである。それ
ならば，企業グループの実態に合うようにシステム改革を行うべきであり，合算課税が望
ましい。合算課税によれば，移転価格税制の問題は取り除かれ，タックスヘイブン対策税
制との調整も必要なくなり，と期待できる。
